
 

©Atsumi & Sakai 2022 

1 

 

 

 

2022 年 2 月 24 日 

No.IDA_018 

 
インドにおける事業主体としての LLP（有限責任事業組合） 

 
執筆者：弁護士 丹生谷 美穂 ／ 外国法事務弁護士（インド法）アシッシ・ジェジュルカール 

 
 
 概要 
インドでは 2008 年に「The Limited Liability Partnership Act, 2008」（LLP 法）により、LLP（Limited 
Liability Partnership：有限責任事業組合）が考案されました。本稿では、LLP と会社に適用される

税制を比較検討します。どちらが明確に優位にあるとは言えず、会社と LLP のいずれを選択する

かは、個別の事情を検討して判断する必要があります。 
 

現在、インドにおける外国直接投資（Foreign Direct Investment：FDI）は、ほとんどの分野につい

て政府の承認を要することなく、100％まで認められています。また、インドにおいて設立され、外

国投資を受ける企業の大半は、「2013 年 会社法」（以下、「会社法」）上の「会社」の形態をとっ

ています。ご存じのとおり、会社は「法人」の最古の形態であることから、インドだけでなく世界

中で利用されています。 

会社形態は、有限責任であるという点において、個人事業やパートナーシップ等の伝統的企業形態

に比して優位性があると言えます。すなわち、会社では、株主は株式資本に記載された金額を限度

としてのみ支払い義務を負い、いったんこれを支払い、または引き受ければ、それ以上の会社の負

債や債務については法的責任を負いません。これに対して、個人事業やパートナーシップはより個

人に近い形態であり、事業主個人またはパートナー個人は、その個人事業またはパートナーシップ

の負債や債務について無限責任を負うこととなります。 

このようなパートナーシップの置かれた不十分な状況に対処するために、インドでは 2008 年にリ

ミテッド・ライアビリティ・パートナーシップ法（The Limited Liability Partnership Act, 2008：LLP
法）が制定され、リミテッド・ライアビリティ・パートナーシップ（LLP）が考案されました。しか

し、LLP は、さまざまな理由――特に新しい形態であり、ビジネス界において不安感が払拭できな



 

©Atsumi & Sakai 2022 

2 

 

かったことから、期待されたほどには定着しませんでした。サービス部門においては LLP 形態が使

われつつあるものの、製造部門においては依然として会社形態が好まれていると言えます。 

本稿では、LLP と会社に適用される税制について比較検討します。どちらが明確に優位にあるとは

言えず、会社と LLP のいずれを選択するかは、個別の事情を検討して判断する必要があります。 

LLP は、その社員（パートナー）とは別の独立した法人であり、継続的な継承を享受するという会

社としての利点を持つと同時に、パートナーシップ構造ゆえの経営上の柔軟性を享受できるという、

ハイブリッドな形態です。LLP には少なくとも 2 名の指定社員が必要であり、そのうち 1 名はイン

ド居住者である必要があります。上述のとおり、自動承認ルート（事前に政府から承認を得る必要

がなく、事後の届け出で足りる）による FDI が 100％許可され、かつ（単一ブランド製品の小売業

のように）FDI に関する実績要件がない分野において、LLP には自動承認ルートによる FDI が許可

されています。 

ただ、製造部門に関して言えば、インドにおける製造業は大部分が会社形態によって経営されてお

り、LLP による事業はごく一部です。 

従前は、会社は、分配された配当に対して 20.56％（グロスアップ方式）の配当分配税（Dividend 
Distribution Tax：DDT）を支払う義務を負っており、株主は配当受領時には非課税とされていまし

た。他方、LLP は、その社員への利益分配においては（配当と同様に）課税されず、その結果、全

体的な節税効果がある点が、会社に比べての利点とされていました。 

しかし、2020 年 4 月 1 日をもって DDT は廃止され、会社は配当の分配に際して DDT を支払う義

務がなくなり、株主は、その法的地位（国内会社か、外国会社か等）に応じて配当受領時に税金を

支払う義務を負うことになりました。特に非居住者たる株主は、インドで受け取った配当に関する

税率（および源泉徴収税）について、インドとの租税条約上の権利を申告することが可能です。 

さらに、新規の製造会社については、最低で 17％にまで引き下げられた低率の法人税の適用とい

う、追加のインセンティブが設けられています（下記に詳述します）。 

このような DDT の廃止と法人税率の引き下げを考慮すると、会社形態の方が LLP 形態よりもベタ

ーな場合が多いように思われます（しかし、個別の事業については、それぞれの事情を踏まえて具

体的にご検討ください）。 

なお、LLP については、会社法に基づく会社と比較すると、LLP 法に基づくコンプライアンスの要

請が少ないと言えます。これにより、コストや関連する事務作業も削減されることになります。  

会社形態と LLP 形態を比較した際の主な特徴は以下のとおりです。 
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【所得税に関する会社（製造業）・会社（その他）と LLPの比較の例証】 
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以上のとおり、会社と LLP、どちらが明確に有利と言うことはできません。いずれがよいかは、該当する

事業、キャッシュフロー、事業計画その他のパラメーターの具体的な分析によることになります。 

******************************************************************************** 
＊ 課徴金（10～12％）および 4％の健康教育目的税を含みます。本記事記載の税率は、参照のみを目的としています。個別の

事例については、閾値制限（売上高）、製造業の種類等につきご検証ください。 

 
注 1：本記事記載の情報は要約されたものであり、従って、一般的なガイダンスとしてのみ使用され

ることを意図しています。 

インド財務省は 2022 年 2 月 1 日に国家予算を発表すると見込まれ、それにより上記の規定が改正、

または新規定が追加される可能性があるため、その影響を注視する必要があります。 

本記事は、特定の個人または企業の状況について言及することを意図していません。本記事の情報に依拠

する場合は、特定の状況を精査したうえで適切な専門家による助言を受けるようにしてください。本記事

は、綿密な調査および意見書に代わるものではありません。渥美坂井法律事務所・外国法共同事業は、本

記事におけるいずれかの資料に基づき、行為を行った、または行為を差し控えた者が被った損失につい

て、責任を負うことはいたしかねます。 

注 2：本記事執筆にあたっての Thacker & Associates, Chartered Accountants（インド・ムンバイ）

によるご支援に感謝いたします。 
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